
 1 

  

 

 

 

京都府議会９月定例会 

さこ祐仁議員の意見書・決議案討論・・・・・・・・・・・１ 

        意見書・決議議決結果・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

        みつなが敦彦議員の議員定数に関する議案討論・・・・・・５ 

        西脇いく子議員第５号議案に対する修正案提案理由説明・・６ 

島田けい子議員の議案討論・・・・・・・・・・・・・・・７ 

        議案採決結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

        請願採択結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

        意見書・決議案文紹介・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 

●京都府議会 2014 年９月定例会で日本共産党のさこ祐仁、みつなが敦彦、西脇いく子、島田

けい子各議員が行った討論等を紹介します。 

意見書・決議案討論 

さこ祐仁議員（日本共産党・京都市上京区）2014年９月 30日 

日本共産党のさこ祐仁です。議員団を代表して、ただいま議題となっております意見書案 12 件及び決議

案２件について、自民党、民主党、公明党三会派提案の「消費税の軽減税率制度の導入等に向けて環境整備

を求める意見書案」の１件に反対し、他の意見書案と決議案 2件について賛成の立場で討論いたします。 

まず、わが党提案の「消費税増税中止を求める意見書案」「内需拡大の経済政策を求める意見書案」につ

いてです。 

全国でアベノミクスによる経済回復を実感できていない国民が７割を超えています。消費税増税により、

働く人の実質賃金が低下し、家計消費が冷え込み、GDP（国内総生産）が落ち込むという増税不況が始まり、

日本経済は「好循環」どころか、悪循環の危険水域に入っています。 

商店街では、「給料は増えない」「食べものも安い物や品数を減らしている」と高齢者や主婦の声。商店

主は「お客さんの数が減り、売り上げが激減している」「これ以上は耐えられない」と悲鳴をあげ、８月豪

雨で被災した福知山市などの事業所は「再建どころか、消費税増税で廃業に追い込まれる」と怒りの声があ

がり、京都府議会には 79件の増税中止を求める請願が出されました。 

政府は、「社会保障のため」と言い増税しながら、介護保険、年金、医療、保育を大改悪し、「財政健全

化のため」と言って、黒字の大企業が恩恵を受ける法人税減税に３兆円をばらまこうとしています。しかも

その財源として赤字の中小企業に負担を強いる外形標準課税が検討されています。中小企業を犠牲にして、

大企業には減税する、全くの逆立ちです。 

また、本府の経済状況は、2000年代以降、働く人の所得が激減し、全国ワースト２位という非正規雇用で、

地域内にお金が回る機会が減り、内需型の中小企業の再投資ができない悪循環に陥っています。 

これらは、大企業が空前のもうけを上げれば、地域経済が良くなるという安倍政権のトリクルダウンとい
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う考えは全く破たんしていることを示しています。 

今、行うべきは、大企業、大資産家を優遇する減税や貧しい人ほど負担が重くなる消費税増税は中止し、

税金は所得や資産に応じて負担する、「応能負担の原則」にたった税制改革を行い、また 285兆円もの大企

業の内部留保の一部を活用し国民の所得を増やす経済改革をおこない、財政再建をすすめることです。 

また、政府は、地方経済対策のために中小企業への支援を強め、中小企業で働く労働者の賃金引き上げを

実施すべきです。 

さらに「小規模企業振興基本法」にもとづいて、地域経済の中心を担う中小零細企業を支援し、家族経営

の小企業が廃業せずに雇用を維持し、地域全体の活性化を図る地域循環型の内需を拡大する経済政策に転換

すべきです。 

なお三会派提案の「消費税の軽減税率制度の導入等に向けて環境整備を求める意見書案」は、消費税の所

得が低い人ほど負担が重くなる逆進性を認めながら痛税感を緩和のため特定の分野や品目などへの「軽減税

率導入」をいうだけで、増税そのものは進めることを前提としています。低所得者対策と言うなら暮らしや

福祉を破壊する消費税増税を中止するべきであり、反対です。 

 次に、経ヶ岬での米軍レーダー基地の建設中止・撤回を求める意見書、決議案についてです。 

 本定例会には米軍レーダー基地建設中止を求める請願が 539件も提出されました。京都に米軍基地はいら

ない、憲法９条を守ってほしいとの願いが広がっていることを示しています。 

 沖縄では、政府の強権的な基地建設に反対との声が８割を超え、『オール沖縄』の声となっています。佐

賀県などオスプレイ配備反対の声が全国に広がっています。京丹後市ではこの 10 月４日にレーダー基地建

設反対の大集会が計画されるなど日本中で米軍基地建設反対の声が大きく広がっています。 

政府は、米軍レーダー基地は国民の命と安全を守るものであり、抑止力を持ってこそ平和を守ることがで

きると主張していますが、このレーダー基地は、集団的自衛権行使容認がされると、アメリカ本土に向けら

れた弾道ミサイルを察知した時には、ただちに日本の自衛隊が迎撃作戦を展開し、米軍とともにミサイルを

発射した国に対し総反撃の戦争を行う最前線基地になるのであります。国民の命を守るのではなく、アメリ

カを守るために、アメリカとともに日本が戦争を行うことになるのであります。 

 日本国民の命と安全を守る最大の保障は、国際紛争が発生した時に戦争することではなく、平和的な解決

に徹することです。今、北朝鮮との間で粘り強い外交交渉を展開し、拉致問題の調査が行われています。北

朝鮮との国際紛争も平和的な解決は可能であることを現実の事態は示しています。憲法９条を堅持し、貫い

てこそ、国民の命と安全を守ることができるのであります。 

さらに、先日アジア政党国際会議が開催されましたが、その決議では北東アジアでも戦争にしないための

平和協力の枠組みをつくることが確認されましたが、国際紛争の平和的解決はアジアの流れになってきてい

るのであります。 

 「抑止力」の名で進んだことは、核兵器開発競争であり、人類を滅亡させる核戦争の危険でした。今国連

の中では、核兵器の全面禁止のための国際条約をつくろうという流れが多数派となっています。「抑止力」

では平和を実現することはできないのです。 

米軍レーダー基地の建設は断固やめるべきであり、知事は協力を撤回すべきであります。 

次に、「私学助成の充実を求める意見書案」についてです。 

これまで京都府は、国の高等学校等就学支援金の支給にともない、経済的理由により修学を断念すること

がないよう、京都の次の世代を担う子どもたちの教育機会を守っていくことは、極めて重要との多くの府民

の運動により、私立高等学校の学費負担を軽減する「あんしん修学支援制度」を実施してきました。その結

果、私立高等学校等に学ぶ生徒の授業料負担は軽減されたものの、貧困と格差が広がるもとで、入学金や寄

付金などの経済的負担が重い状況は残されたままです。国の「高等学校等修学支援金」制度は、今年度から

所得制限がもうけられましたが、所得制限をなくし、支給額を引き上げるなど、さらに充実することこそ、

求められています。そして、私立学校に学ぶ生徒の保護者負担軽減のため、私学助成の一層の拡充が必要で
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す。 

 

次に高校教育制度の見直しを求める決議案についてです。 

この間の「高校改革」によって、京都の高校教育は過度な「選別」と「競争」にさらされてきました。と

りわけ今年度は、最後まで残っていた京都市・乙訓地域の総合選抜制度が廃止され、さらに府内の公立高校

全てに前期選抜制度を導入したために、受験した生徒のおよそ６割の生徒が不合格体験を余儀なくされたの

です。 

 中学校の現場も混乱を極め、多くの生徒、保護者からも疑問と怒りの声が寄せられています。 

 すでに前期選抜を導入している他の県では「不合格になった生徒の心のケアが大変」「中学校の授業時数

が削られる」「学力が低下する」などの理由で前期選抜制度を廃止、見直しする県が相次いでいます。 

 今回の入試制度の変更と、公立高校の募集定員を減らし続けた結果、この春は中期選抜でも 1256 名もの

生徒が不合格になったのです。 

新しい入試制度は府教育委員会の謳う「行きたい高校を選べる」制度ではなく、「高校がほしい生徒を選

ぶ」制度に他なりません。 

 府教育委員会は府民の批判の声に押されて、今年度の入試制度の検証アンケートを実施しましたが、その

内容は新制度を評価するよう誘導する意図的なものでした。 

 しかも対象は公立高校の全日制に進学した生徒のみで、私立高校や定時制、通信制に進学した生徒などは、

アンケートの対象にもなっていません。 

 このような不十分なアンケートのなかでも、圧倒的に多くの生徒・保護者が、学校を選択するにあたって

大切にした事項として、通学距離・時間をあげています。近くの公立高校に行きたいのです。 

 こうした声に真摯に耳を傾け、競争と格差を拡大する教育制度の転換を図ることは、急務です。前期選抜

制度は直ちに廃止し、公立高校の募集定員を増やし、地元の高校に通えるようにすることは多くの生徒と保

護者の願いに合致するものであり、決議案への賛同を求めるものです。  

 なお三会派提案の「奨学金制度の充実を求める意見書案」についてです。 

給付型奨学金はわが党が一貫して求めてきたものであり賛成ですが、課税システムを通じた所得連動返還

型の奨学金制度は、学生が借金を背負いこみ返済に追われ続ける有利子の制度であるということを厳しく指

摘するものです。 

次に、わが会派提案の「米価暴落への緊急対策を求める意見書案」についてです。 

今年度産のコメのＪＡによる買い取り価格が暴落し、農家の衝撃と不安は相当深刻なものとなっています。 

福知山のコメ農家は「コシヒカリ１等米が 60キロ 9200円で、昨年より 3100円も下がった。労賃ゼロの

年金農業の上に、肥料代や機械の燃料代さえ出ず、もうコメづくりはできない」と、また、舞鶴の大規模コ

メ農家の青年も「ＪＡ分だけでなく、直接契約のコメも値が下がるかも知れない。昨年の台風と今年の豪雨

で、コメも野菜も２年連続の大赤字のダブルパンチ。稲刈りができずに捨てた田んぼもある。もうコメづく

りに意欲がもてない」と肩を落としておられます。 

今般の米価の水準は、全国的にも食糧法施行後、最低の水準であり、とりわけ中山間地や、高齢者・家族

経営の多い京都のコメ作りは重大な影響を免れません。さらに、昨年に続く台風や豪雨災害が収穫の時期に

重なった京都では、このまま放置すれば、次々と離農が進みかねず、まさに京都の農業と農村の存続の危機

と言わなければなりません。 

なぜこんな米価暴落が起こったのか。農家や自然災害に責任があるのではなく、歴代政権が、コメの需給

調整から撤退し、「アベノミクス農政改革」などとして、農家の再生産を支えてきた米直接支払交付金の半

減や４年後の全廃など、国民の主食であるコメの価格安定や農家の経営安定への責任を放棄した結果であり、

全国で農業関係者の怒りや不安の声が噴出をしています。 

政府は、日本の農業を根底から破壊し、食糧安保に背を向けるこのようなやり方を改め、緊急に、米価の

下支えやコメ農家を支援する手だてを取ることが、求められます。 
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三会派提案の「水銀に関する水俣条約」の早期発効と国内対策の確立を求める意見書案」についてですが、

府民の陳情に基づいた意見書案で、わが会派は陳情内容について賛成であり、委員会での提出を求めてきま

した。本来、委員会提案すべきであることを申し上げておきます。 

以上で、討論を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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議員提出議案 

京都府議会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区の議員の定数に関する条例一部改正の件

自民党提案への反対討論 

みつなが敦彦議員（日本共産党・京都市左京区）2014年９月30日 

日本共産党のみつなが敦彦です。 

ただいま議題となっております、自民党提案の議第２号議案「京都府議会の議員の定数並びに選挙区及び

各選挙区の議員の定数に関する条例」一部改正の件に対し、日本共産党府会議員団と府民を代表し、満身の

怒りをもって抗議し、提案そのものを撤回すべきであると、厳しく指摘するものです。 

問題の第一は、これまでの議会改革の経緯や努力を全く反故にし、密室・府民不在で提案した案を強行し

ようとするものであるからです。 

今回の論議の出発点は、来年３月１日から施行される公職選挙法の一部改正にもとづき、選挙区の区域の

表記等を検討するにあたり、議長の諮問を踏まえ、一票の格差を是正する観点から、定数についても点検を

行うことを目的として、今年３月３日から議会運営委員会に設置した議会改革検討小委員会の場で、府民に

もマスコミにも公開して、半年以上にわたり論議を積み重ねてきたものです。 

論議を積み重ねる中で、自民党会派からは、京都市内定数のみを10議席減じるという提案を行いました。

これは、京都市とそれ以外の一票の重みに格差をつけるものであり、なおかつ、これまで一票の格差をなく

そうと議会として努力し、現在1.79倍となっているものを、２倍以上に広げるものとなってしまい、全く根

拠も道理のないものでした。一方、民主党・公明党と我が党会派からは「現行どおり」とする意見が出され

ることとなりました。ところが、自民党は「会派の総意である」とまで述べて10減案を主張し続けたため、

先日９月22日、「調整が整わず」とする報告書が議長に提出されたばかりでした。 

この「報告書」を踏まえ、議会改革検討小委員会で合意してきた、人口比例原則を前提とし、一票の格差

をできるだけ抑えるように努力する方向をどう扱うかについて、今後、議論を重ねることとなっていました。

我が党議員団は、本来、協議が整わない場合は、今回は選挙区の区域の表記のみを改正し、定数は平成 27

年度の国勢調査を基準に行うべきであることを、繰り返し求めてきておりました。ところが、自民党会派が

突如、１増１減案を提案し、しかもそれを本会議で強行しようとしているのです。 

そもそも議員の定数は、府民の多様な意見を議会に反映する上で、一票の行使の権利を保障するために、

議会自身が努力するものです。その前提は、これまでの努力をふまえ、府民に開かれた場で、府民に道理を

もって説明できるものを議論し、全会派が一致してすすめるべきものです。ところが、今回は議会改革検討

小委員会報告が出された直後に、自民党会派から、非公開の場で、これまでの主張と全く違う案を突如提案

し、それを数をたのんで成立させようとすることはまさに議会の民主的運営を踏みにじるものです。 

第二の問題は、自民党提案の宇治市及び久世郡の選挙区１増ならびに左京区の選挙区１減の案自身が、府

民的にみて党利党略そのものであるからです。 

 木津川市及び相楽郡の選挙区の方が、人口格差が大きいにも関わらず、それより格差の小さい宇治市及び

久世郡の選挙区定数を増やすことに、なんの道理があるのでしょうか。また、左京区の選挙区に至っては、

議会改革検討小委員会で、自民党委員も含め一度も論議になったことはありません。その上、現在１．28倍

の格差となっているものを、定数を減じることで、左京区で1.71倍にまで逆に格差を広げることとなってし

まうという、提案すること自身、全く道理がない内容をもったものです。 

こんな案は、府民にとっても、左京区民にとっても、とうてい説明できるものではありません。左京区を

代表する議員の一人として、断固撤回を求めるものであります。 

このように、手続きも内容も、まともに府民に説明できないものを強行しようとすることは、多数による

党利党略、有権者の一票の権利とその重みを踏みつけにする、議会の自殺行為といわなくてはなりません。
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歴史と伝統ある京都府議会が、こんな暴挙を許して、果たしていいのでしょうか。私は府民を代表して、こ

こにおられるすべての議員一人ひとりの良心と府民の代表としての議員の矜持に心から、この暴挙を許して

いいのかと問いたいと考えております。 

なお、民主党提案の議第３号議案については、選挙区表記を変更するものであり、賛成するものです。 

 この暴挙に対する府民的審判は、来春のいっせい地方選挙で府民が明確に下すであろうことを確信し、私

の討論を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

第５号議案に対する修正案提案理由説明 

西脇いく子議員（日本共産党・京都市下京区） 2014年９月30日 

日本共産党の西脇いく子です。 

第５号議案「京都府認定子ども園の認定の要件等に関する条例及び児童福祉法に基づく児童福祉施設の設

備等の基準に関する条例一部改正の件」に対する我が党の修正案についての趣旨説明をさせて頂きます。 

今回の条例改正案は、子ども子育て新制度の導入に伴うものですが、これは規制緩和により保育や幼児教

育に格差等を持ち込み、保育水準を低下させるものと考えます。このため、制度実施にあたっては、国の指

針どおりでなく、独自の基準を設けることで、新しい制度が子どもたちの最前の利益となるようにする立場

から提案するものです。 

我が党の修正案の主な特徴の第一は、本条例案の趣旨について、新たに、「幼稚園型認定子ども園等及び

幼保連携型認定子ども園が、児童の権利条約に基づき児童の最善の利益を考慮し、全ての子どもの保育や教

育、発達等の緒権利を乳幼児期の特徴を踏まえて総合的に保障するものでなければならない」とする基本的

な立場を挿入しました。 

第二は人員配置基準についてです。 

子どもの育ちを保障する上で人員配置基準は極めて重要です。そのため、第４条（職員の配置）について

は、それぞれの年齢ごとの「おおむね」は削除するとともに、幼稚園型認定子ども園等の職員の配置につい

て市町村が定める保育所の基準を下回らないようにすること。また、第 18条２（学級の編成基準）35人以

下を 30人以下に訂正しました。 

第三は施設基準についてです。 

子どもの成長と安全を確保する立場から、「第７条（建築物等の配置）について幼稚園型認定子ども園に

ついてはその用に供される建物及びその付属設備が同一の敷地内または隣接する敷地内になければならな

い」とするものとし、また、「第８条３の園外遊技場は、幼稚園型認定子ども園等の用に供される建物と同一

の敷地内または隣接する敷地内に設けなければならない」とし、また「園舎については２階建て以下とする」

と明確にしました。さらに、自園調理の給食の提供は全ての子ども達の心身の健やかな発達と成長にとって

極めて重要なため、それを保障するようただし書きを削除する等修正しました。 

以上が修正案の概略ですが、先の府民生活厚生常任委員会での我が党の修正案への自民党の反対討論にお

いて、いくつか意見が述べられましたので一言申し添えます。まず給食の外部搬入についてですが「現下の

保育所や幼稚園で卵や牛乳などの多岐に渡るアレルギー食に対応している事業者もあると聞いている。既に

実施されており特段問題がなければ今回禁止する理由は見出せない」との意見についてですが、これまで府

内の多くの認可保育園等では給食も保育の一環としてとらえ、調理師や栄養士のもとで、アレルギー食に留

まらず、離乳食から乳幼児食まで、一人ひとりの子ども達の状況に合わせ、季節に応じた安全な食材で手作

りされてきました。何より、自園で調理することにより、給食が出来上がるまでの匂いや音など、子ども達

の五感をとぎすませること等にも極めて重要な役割を果たしているのです。 

また、園舎についてですが、「３階建てを運営している幼稚園、保育園は 50 箇所を超えている、幼稚園、

保育園からの移行も見込まれる幼保連携型のみを認めない合理的理由は見出させない」との意見でしたが、
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現在３階建ての園舎は宇治市の１箇所のみを除いて全て京都市内の保育所や幼稚園であり、府内の幼稚園や

保育園の現状からみても子ども達の安全を最優先に考えるなら２階建て以下とすべきです。 

以上、子どもの最善の保育と幼児教育のためにも是非とも我が党提案の修正案に全ての議員の皆さんのご

賛同を願います。 

議案討論 

島田けい子議員（日本共産党・京都市右京区） 2014年９月30日 

日本共産党の島田けい子です。ただいま議案となっております議案 17 件のうち、第２号議案「地域にお

ける医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例制定の件」、第３号議案、「京都府府税条例一部改正の件」、第４号議案「合衆国軍隊及び

合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の賦課徴収の特例に関する条例一部改正の件」、第

８号議案、「京都府府営住宅条例一部改正の件」、第５号議案「京都府認定子ども園の認定の要件等に関する

条例及び児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備等の基準に関する条例一部改正の件」５件について反対し、

第５号議案に対する我が党提案の条例修正案に賛成の立場から、討論を行います。 

はじめに、第２号議案「地域における医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例制定の件」についてです。 

本条例案は、医療介護総合確保法にもとづくものですが、この法律は、まともな国会審議もないままに強

行されたものです。急性期病床の削減をはじめ医療提供体制を見直すことを通じて、医療費の抑制をすすめ、

また介護保険では制度発足以来の前例のない大改悪がいくつも盛り込まれました。利用料引き上げでは、高

齢者５人に１人が２割負担の対象となり、利用抑制を引き起こしかねません。 

 要支援１・同２の人が使う訪問・通所介護を介護保険給付対象から除外し、市町村の事業に“丸投げ”する

点では、サービスが大幅に低下する恐れがあり、さらに、特別養護老人ホームの入所基準を「要介護３」以

上に原則化することは、介護の必要な人から、介護を受ける権利を奪い、「介護難民」「老人漂流社会」を深

刻化させるなど、長年にわたり作り上げてきた社会保障制度を解体へと導くものです。 

 今回の条例改正は、こうしたあまりにひどい法律の実施を進めるためのものであり、反対です。 

次に、第３号議案「京都府府税条例一部改正の件」についてです。老朽化マンションの建て替えを促進す

るため、マンション敷地売却組合を制度化し、公益法人にして非課税措置を行おうとするものですが、マン

ション居住者の過半数は「永住」を望んでおり、耐震性不足の対応として建て替えを急ぐのではなく、修繕

積立金の範囲内でできる耐震改修など現実的な対応で長く使うことを基本とすべきです。 

現行制度でも取り壊して住み替える場合は、民法原則に基づき全員同意が必要であるにもかかわらず、マ

ンションの敷地売却を５分の４の賛成で行えるようにすれば、反対をする居住者を強引に追い出す結果にな

ります。さらに、売却された敷地にディベロッパーがマンション等を建設した場合は、容積率を緩和する措

置も行われ、結局、居住者の居住の安定よりも、ディベロッパーの利益が優先され、容積率の緩和などで周

辺環境や景観の破壊が進む恐れもあり、反対です。 

第８号議案、「京都府府営住宅条例一部改正の件」については、第３号議案に関連するものですが、自治

体の勧告により建て替えなどをするマンションの住民については、府営住宅に入居できるようにする制度を

なくすものです。マンション建て替えにより反対住民を事実上追い出しながら、住民の居住権も奪われます。

よって、反対です。 

 次に、第４号議案「合衆国軍隊及び合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の賦課徴収

の特例に関する条例一部改正の件」です。これは経ケ岬への米軍レーダー基地建設に伴うものであり、日米

地位協定に基づいてアメリカ軍関係者の自動車税を大幅に減税し優遇するものです。減税による税収減の一

部を交付税で補てんするようですが、これまた、国民の血税が原資であり、二重の意味で許されません。 
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アメリカ軍関係者への自動車税の優遇措置については、沖縄県をはじめ米軍基地を抱える 14 都道県が、

民間車両の税率と比較して著しく低い税率になっていることから優遇制度の是正を求めているところです。

委員会審議では、理事者は、地位協定の見直しを求めているとしたものの、優遇税制については言明されま

せんでした。基地建設を前提に日米地位協定に基づいて、アメリカ軍関係者の自動車税を大幅に減税し優遇

する本条例案には、反対です。 

次に、第５号議案「京都府認定子ども園の認定の要件等に関する条例及び児童福祉法に基づく児童福祉施

設の設備等の基準に関する条例一部改正の件」についでです 

 今回の条例改正案は、施設や事業に格差を生み営利目的の企業参入をすすめることに道をひらく子ども子

育て新制度の導入に伴うものです。このため、法案成立過程で幼稚園や保育園の保護者や従事者、関係団体

などから、「新制度は保育を市場化し格差を生む」「これまでの公的保育制度や幼児教育を根底から変質させ

る」、など大きな反対の声があがり、市町村の保育実施責任などは残ったものの、実際には政府は新制度施設

を中心に整備を進めようとしています。しかも、本条例案は給食の外部搬入や園舎も３階建て以上とするこ

とができるなど国が示した基準のほとんどをそのまま採用しており、子どもの最善の利益を保障するうえで

も問題があります。よって反対し、我が党提案の修正案への皆さんの賛同を求めるものです。  

最後に第１号議案、平成 26 年度京都府一般会計補正予算案について、賛成するものですが一言申し上げ

ます。我が党も繰り返し求めてきた伝統和装産業の生産設備への支援事業費が増額されましたが、今回は織

物業に特化しており、他の伝統産業についても対象を広げるとともにさらなる支援を求めておきます。また、

府民公募型整備事業については土木事務所の職員体制の強化、地元発注など適切な執行ができるよう求めて

おきます。 

 なお、社会保障・税番号制度システム整備費１億１千万円余については、全国民に番号を付け、所得や社

会保障などの個人情報を一元的に管理する共通番号制を本格的に実施するためのものです。これは、国や自

治体が情報提供ネットワークシステムを通じて確実に名寄せ・統合をして利用することに加え、民間企業、

金融機関、医療機関での利用拡大も狙われています。個人情報の漏えい、なりすましによる第三者の悪用を

防ぐ手立ても万全ではありません。共通番号制の真の狙いは、社会保障の給付抑制や税・社会保険料の徴収

強化にあり、メリットよりもデメリットの方が大きく、市民の権利・利益を大きく害するものです。よって

この部分について反対です。 
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可決 提案 自民・民主・公明、賛成 自民・民主・公明・創生・維新、反対 日本共産党 
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否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 19 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 20 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 21 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 22 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 23 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 24 

否決 提案 日本共産党、賛成 日本共産党、反対 自民・民主・公明・創生・維新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


